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１ はじめに 

弘前地区環境整備事務組合（以下「弘環組合」という。）では、財政状況をより正確

に把握できるよう、財務に関する収益・費用の変動情報や資産・負債情報を掲載した財

務書類を作成してきました。 

平成 20 年度決算分から「新地方公会計制度実務研究会報告書」（平成 19 年 10 月 17

日公表）の「総務省方式改訂モデル」を採用し、普通会計の決算数値を用いて財務書類

を作成してきました。しかし、この「総務省方式改訂モデル」のほか、「基準モデル」、

「東京都方式」など複数の方式があり、自治体間の比較が困難であるなどの課題があり

ました。 

これらに対応するため、平成 27 年 1 月に総務省から新たに「統一的な基準」が示さ

れ、また全国の自治体に対して、平成 29 年度までに「統一的な基準」による財務書類

を作成するよう要請がありました。これを受け、弘環組合では平成 28 年度決算分から

「統一的な基準」に基づいた財務書類を作成し、公表することとしました。 

 

２ 財務書類４表について 

財務書類は、貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書及び資金収支計算書

の４表によって構成されており、それぞれが個別に独立しておらず、各財務書類の関係

は下図のように示すことができます。 

   出典：「統一的な基準による地方公会計マニュアル」（一般財団法人 地方財務協会）  
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３ 貸借対照表でみる財政状況 

貸借対照表は、当年度までに弘環組合が積み上げてきた資産と、弘環組合が抱えてい

る負債、及び資産と負債の差額である純資産を表す財務書類です。「資産＝負債＋純資

産」となり、左右の均衡が取れている状態であることから、バランスシートと呼ばれて

います。貸借対照表の概要を表したものが表１、弘環組合の貸借対照表を簡略化したも

のが表２となります。 

 

表１ 貸借対照表概要 

表２ 一般会計貸借対照表（簡易版） 

 

  
期末 期首 増減 期末 期首 増減

【資産の部】 【負債の部】
１固定資産 8,830,110 9,706,863 △ 876,753 １固定負債 1,142,137 1,324,774 △ 182,637

有形固定資産 8,830,110 9,706,863 △ 876,753 地方債 1,142,137 1,324,774 △ 182,637
退職手当引当金 0 0 0

無形固定資産 0 0 0
２流動負債 189,690 166,539 23,151

投資その他の資産 0 0 0 1年内償還予定地方債 182,638 158,912 23,726
賞与等引当金 6,919 7,484 △ 565

２流動資産 1,169,634 1,195,408 △ 25,774 預り金 134 142 △ 8
現金預金 73,126 79,100 △ 5,974
財政調整基金 1,096,508 1,116,308 △ 19,800 負債合計 1,331,827 1,491,313 △ 159,486

【純資産の部】
固定資産等形成分 9,927,068 10,823,621 △ 896,553
余剰分（不足分） △ 1,259,151 △ 1,412,663 153,512

純資産合計 8,667,917 9,410,958 △ 743,041
資産合計 9,999,744 10,902,271 △ 902,527 負債及び純資産合計 9,999,744 10,902,271 △ 902,527

※端数処理の関係で合計と内訳の積上げが合わない箇所があります。

科目 科目
借 方 貸 方

（単位：千円）
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貸借対照表は表１のとおり、左側（借方）が将来世代に引き継ぐ資産を表し、右側（貸

方）が将来世代の負担となる負債とその差額である純資産を表しています。 

 

４ 貸借対照表の概況（表２） 

【資産】 

30 年度決算の弘環組合の総資産は 9,999,744 千円となり、30 年度期首に比べ

902,527 千円の減となりました。 

 

① 固定資産（有形固定資産） 

有形固定資産はごみ処理施設及び旧し尿処理施設の土地、建物、工作物等の「事業

用資産」と、公用車等の「物品」に分類されます。30 年度決算の有形固定資産は

8,830,110 千円で、30年度期首に比べ 876,753 千円減少しています。主な理由は、既

存施設の減価償却によるものです。 

② 流動資産 

流動資産は 1,169,634 千円で、30 年度期首に比べ 25,774 千円減少しています。こ

れは、財政調整基金に積み立てた 29 年度決算剰余金額以上に、財政調整基金の繰入

金額が多かったことによるものです。 

 

【負債】 

① 固定負債（返済期限が１年を超える負債） 

固定負債は 1,142,137 千円で、30 年度期首に比べ 182,637 千円減少しています。

これは、30 年度は地方債の借入を実施しなかったことによるものです。 

② 流動負債（返済期限が１年以内の負債） 

流動負債は 189,690 千円で、30年度期首に比べ 23,151 千円増加しています。これ

は、28 年度に借入した地方債の据置期間が終了し、元金の返済が開始したことによ

るものです。 

 

【純資産】 

純資産額の合計は「固定資産等形成分」と「余剰分（不足分）」に分類されます。

30 年度決算の純資産合計は 8,667,917 千円で、30 年度期首に比べ 743,041 千円減少

しています。これは、既存施設の減価償却により「固定資産等形成分」が減少したこ

となどによるものです。 
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５ 貸借対照表にかかる財政関連指標を用いた分析 

貸借対照表等の数値を用いた財政関連指標により次のようなことがわかります。 

 

【資産形成度を表す指標】 

①歳入額対資産比率（資産総額／歳入総額） 

これまでに形成された資産が、当年度の歳入の何年分に相当するかを表します。資

産形成の度合いを測ることができ、比率が高いほど資産整備が進んでいることを表し

ます。平均的な数値は 3.0 年～7.0 年とされています。 

弘環組合の 30 年度の歳入額対資産比率は 4.78 年で、30 年度期首に比べて 0.53 年

分増加しています。これは、減価償却による資産の減少率よりも、30 年度決算にお

ける関係市町村からの負担金額等歳入の減少率の方が高かったことによるものです。 

また、一般的にごみの中間処理を主要事業とする一部事務組合等は、大規模な施設

を有することから、他自治体に比べて比率が高くなる傾向がありますが、当組合の施

設は建設から相当年度経過し減価償却が進んでいることから、比較的少ない比率とな

っています。 

（単位：千円） 

関連数値項目 H30 決算 H30 期首 

資産総額：「資産合計」（BS）① 9,999,744 10,902,271 

歳入総額：歳入決算額② 2,092,162 2,564,815 

歳入額対資産比率（年）（①／②） 4.78 年 4.25 年 

 

②資産老朽化比率（有形固定資産減価償却累計額／有形固定資産取得価額） 

有形固定資産のうち償却資産（建物、工作物、物品）が、その耐用年数に対して資

産の取得からどの程度経過しているのかを表しています。100％に近いほど老朽化の

度合いが高いということになり、平均的な数値は 35％～50％とされています。 

弘環組合の 30 年度の資産老朽化比率は 69.17％となっており、ごみ処理施設の老

朽化が進んでいるため、延命化を図る整備工事により対応していきます。 

（単位：千円） 

関連数値項目 H30 決算 H30 期首 

有形固定資産(建物・工作物・物品)減価償却累計額 ① 18,717,550 17,822,114 

有形固定資産(建物・工作物・物品)取得価額 ② 27,061,411 27,042,727 

資産老朽化比率（％）（①／②） 69.17％ 65.90％ 
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【世代間公平性を表す指標】 

①純資産比率（純資産総額／資産総額） 

資産総額のうち返済義務のない純資産合計（資産合計－負債合計）が、資産のうち

のどの程度の割合かを表しています。また、資産合計に対してこれまでの世代が負担

してきた割合を表す指標でもあります。この割合が高いということは、将来世代への

負担が少ないことを意味しており、自治体としての標準的な割合は 60％程度とされ

ています。 

弘環組合の 30 年度の純資産比率は 86.68％となっており、標準的な割合を大きく

上回っていることから、財政状態は健全な状態にあるといえます。 

（単位：千円） 

関連数値項目 H30 決算 H30 期首 

純資産総額：「純資産合計」（BS）① 8,667,917 9,410,958 

資産総額：「資産合計」（BS）② 9,999,744 10,902,271 

純資産比率（％）（①／②） 86.68％ 86.32％ 

 

②将来世代負担比率（地方債等／有形固定資産） 

将来世代負担比率は既存の有形固定資産であるごみ処理施設の建物や工作物等に

対して、将来世代の負担となる地方債がどのくらいの割合になるかを表す指標になり

ます。この比率が低いほど将来世代に先送りする負担が少ないことを意味しており、

平均的な数値は 15％～40％とされています。 

弘環組合の 30 年度の将来世代負担比率は 15.00％となっており、平均的な割合の

範疇であり、現在のところ将来世代の負担は少ないといえます。 

（単位：千円） 

関連数値項目 H30 決算 H30 期首 

地方債等：「地方債」「1 年内償還予定地方債」（BS） ① 1,324,775 1,483,686 

有形固定資産：「有形固定資産」（BS）② 8,830,110 9,706,863 

将来世代負担比率（％）（①／②） 15.00％ 15.28％ 

 

【持続可能性（健全性）を表す指標】 

①債務償還可能年数（（地方債＋退職手当引当金）／業務活動収支（資金収支計算書）） 

地方債や退職手当引当金といった実質債務が、業務活動収支の黒字分の何年分にあ

たるかを表しています。債務償還能力は債務償還可能年数が短いほど高いといえます。 

弘環組合の 30 年度の債務償還可能年数は 8.73 年となっており、30 年度期首と比

較して低下しています。これは、構成市町村からの公債費負担金（地方債の元利償還

金に係る普通交付税算入分）が減となったことなどによるものです。 
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（単位：千円） 

関連数値項目 H30 決算 H30 期首 

地方債(1年内償還予定地方債含む)+退職手当引当金① 1,324,775 1,483,686 

業務活動収支（CF）② 151,830 679,979 

債務償還可能年数（年）（①／②） 8.73 年 2.18 年 

 

 

６ 行政コスト計算書、純資産変動計算書でみる財政状況 

行政コスト計算書は、ごみ処理施設の整備工事などの資産形成に結びつく部分を除

いた上で、１年間のごみ処理にどのくらいのコストがかかっているのかを費用・収益

から計算する財務書類です。現金収支を伴わない減価償却費等も費用として計上しま

す。 

また、行政コスト計算書の不足部分である純行政コストが、どのような財源で賄わ

れているのかを把握するために純資産変動計算書があり、この純資産の動きが貸借対

照表の純資産の増減につながっています。純資産の主な変動要素は、純行政コストや

財源（構成市町村負担金）からなります。弘環組合の行政コスト計算書、純資産変動

計算書を簡略化し関係性を表したものが表３となります。 

 

表３ 行政コスト計算書と純資産変動計算書の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　経常費用(Ａ)
2,642,203千円 　経常収益(Ｂ) 　財源(Ｅ)
人件費 　　　448,079千円 　　構成市町村負担金
　159,928千円 　　1,451,083千円

(6.05%) 　臨時利益(Ｃ) 　純行政コスト(Ｄ)
物件費等 　　　　　　　0千円 　　2,194,124千円
2,447,296千円

(92.62%) 　純行政コスト(Ｄ) 　本年度純資産変動額(F)
うち減価償却費 　　Ｄ＝Ａ-（Ｂ+Ｃ） 　　　743,041千円
　895,437千円 　 2,194,124千円
その他の業務費用
　　 7,782千円 前年度末純資産残高(G) 9,410,958千円

(0.30%)
移転費用 本年度末純資産残高(H) 8,667,917千円
　 27,197千円 （H＝G－F）

(1.03%)

※端数処理の関係で合計と内訳の積上げが合わない箇所があります。

行政コスト計算書 純資産変動計算書
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表３のとおり、30年度の経常費用(Ａ)は 2,642,203 千円、経常収益(Ｂ)は 448,079

千円、臨時利益(Ｃ)は 0千円、経常費用と経常収益及び臨時利益の差額である純行政

コスト(Ｄ)は 2,194,124 千円となりました。この純行政コストは純資産変動計算書か

らわかるとおり、財源(Ｅ)である関係市町村負担金により一部賄っていますが、不足

分は財政調整基金からの繰入により賄っております。 

 

７ 行政コスト計算書、純資産変動計算書の各項目について（表３） 

【行政コスト計算書】 

①経常費用 

毎会計年度経常的に発生する費用で、業務費用と移転費用に分類されます。業務費

用はさらに、人件費、物件費等、その他の業務費用に分類されます。 

 

②人件費 

職員給与や議員報酬等の報酬のほか、賞与等引当金に新たに繰り入れた費用等を計

上しています。30 年度の人件費は 159,928 千円で、経常費用全体の 6.05％となって

います。 

 

③物件費等 

ごみ処理施設の運転維持管理を主とした委託料、消耗品、役務費、備品購入費や施

設の維持補修経費等を計上しています。また、一定の耐用年数に基づき計算された資

産価値の減少額となる減価償却費も含みます。30 年度の物件費等は 2,447,296 千円

で経常費用全体の 92.62％を占めています。 

 

④その他の業務費用 

その他の業務費用は、組合債利子償還費用や各施設の損害保険料等を計上していま

す。 

 

⑤移転費用 

他団体に対する負担金が主なもので、そのほか汚染負荷量賦課金や自動車重量税等

を計上しています。 

 

⑥経常収益 

経常収益は、各施設への搬入にかかるごみ処分手数料などの使用料及び手数料や有

価物売払収入をはじめとした諸収入を計上しています。 
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⑦臨時利益 

臨時利益は、旧し尿処理施設の土地及び建物等の売払収入を計上しています。 

 

【純資産変動計算書】 

①財源 

財源は行政コスト計算書の純行政コストを賄うもので、弘環組合の財源は、関係６

市町村（弘前市、平川市、大鰐町、藤崎町、板柳町及び西目屋村）からの負担金とな

っています。 

 

 

 

 

30 年度の年間ごみ処理量１トンあたりの行政コスト計算書及び純資産変動計算書は

以下の表４のとおりです。１トンあたりにかかる純行政コストは 25,384 円となり、こ

のコストを構成市町村負担金や財政調整基金の繰入により賄っています。 

 

表４ 年間ごみ処理量 1トンあたりの行政コスト計算書等 

  

ごみを１トン処理するには・・・ 

（単位：円） （単位：円）

　経常費用(Ａ)
30,568 　経常収益(Ｂ) 　財源(Ｅ)

人件費 5,184 　　構成市町村負担金
1,850 16,788

　臨時利益(Ｃ) 　純行政コスト(Ｄ)
物件費等 0 25,384 　本年度純資産変動額(F)

28,313 8,596
　純行政コスト(Ｄ)

その他の業務費用 　　Ｄ＝Ａ-（Ｂ+Ｃ）
90 25,384 前年度末純資産残高(G) 105,104

移転費用 本年度末純資産残高(H) 96,508
315 （H＝G－F）

（年間ごみ処理量 86,439トン）

行政コスト計算書 純資産変動計算書
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８ 資金収支計算書でみる財政状況（表５） 

資金収支計算書は、１年間の現金の流れを「業務活動収支」、「投資活動収支」、「財

務活動収支」の３つの活動に分類して表示した財務書類です。現金収支は歳入歳出決

算書においても明らかにされていますが、資金収支計算書はさらに活動別の収支状況

を把握することを目的としています。 

各活動収支は表５資金収支計算書（簡易版）のとおりです。各活動収支の合計と本

年度資金収支は△5,966 千円で、本年度末資金残高は 72,992 千円となりました。マ

イナスとなった主な理由は、施設に搬入された有価物の中でも、特に紙や鉄の売却単

価が低下したことにより、売却収入が予算額よりも減少したことによるものです（業

務収入の増）。 

 

表５ 資金収支計算書（簡易版） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①業務活動収支：毎年度継続的に発生するごみ処理に関する収支 

②投資活動収支：ごみ処理施設の更新整備等の資産形成や基金の積立に関する収支 

③財務活動収支：組合債の借入や償還に関する収支  

（歳出） （歳入）

業務支出
1,747,332千円

業務収入
1,899,162千円

①業務活動収支
151,830千円

投資活動収入
114,042千円

②投資活動収支
1,116千円

財務活動収入
0千円

財務活動支出
158,912千円

③財務活動収支
△158,912千円

本年度資金収支 △5,966千円
前年度末資金残高 78,958千円
本年度末資金残高 72,992千円

※端数処理の関係で計算が合わない箇所があります。

投資活動支出
112,926千円

人件費、物件費、
支払利息、負担金
等 構成市町村負担金、

ごみ処分手数料,
その他諸収入等

基金取崩額、
財産売却収入ごみ処理施設整備費、

財政調整基金積立金

組合債発行収入

組合債償還支出

各収支の合計
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９ 関係市町村の財務書類との連結 

弘環組合は、弘前市、平川市、大鰐町、藤崎町、板柳町及び西目屋村の２市３町１

村で構成される一部事務組合であり、規約等によって定められる割合に基づく各市町

村の経費負担によって運営しています。 

組合の資産・負債については、関係市町村からの負担金等を財源に形成されたもの

であり、組合が解散した場合にはその資産・負債は最終的に関係市町村に継承される

ことから、弘環組合の財務書類は関係市町村の連結対象とされています。 
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【資料】 

 

〇統一的な基準による財務書類 

 

一般会計財務書類（平成 30 年度決算） 

・貸借対照表 

・行政コスト計算書 

・純資産変動計算書 

・資金収支計算書 

・注記 

・附属明細書 

 

〇固定資産台帳（平成 30 年度末現在） 

 



 

 

一般会計財務書類 

（平成 30年度決算） 

  



*出力条件
*会計年度 ： H30
*出力帳票選択 ： 財務書類
*団体区分 ： 一般会計等
*団体／会計コード ：
*出力範囲 ： 年次
*出力金額単位 ： 千円

（単位：千円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 8,830,110 ※ 固定負債 1,142,137

有形固定資産 8,830,110 ※ 地方債 1,142,137
事業用資産 8,826,398 ※ 長期未払金 -

土地 486,250 退職手当引当金 -
立木竹 - 損失補償等引当金 -
建物 26,980,048 その他 -
建物減価償却累計額 △ 18,669,433 流動負債 189,690 ※

工作物 43,127 1年内償還予定地方債 182,638
工作物減価償却累計額 △ 13,593 未払金 -
船舶 - 未払費用 -
船舶減価償却累計額 - 前受金 -
浮標等 - 前受収益 -
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 6,919
航空機 - 預り金 134
航空機減価償却累計額 - その他 -
その他 - 1,331,827
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 - 固定資産等形成分 9,927,068

インフラ資産 - 余剰分（不足分） △ 1,259,151
土地 -
建物 -
建物減価償却累計額 -
工作物 -
工作物減価償却累計額 -
その他 -
その他減価償却累計額 -
建設仮勘定 -

物品 38,236
物品減価償却累計額 △ 34,524

無形固定資産 -
ソフトウェア -
その他 -

投資その他の資産 0
投資及び出資金 -

有価証券 -
出資金 -
その他 -

投資損失引当金 -
長期延滞債権 -
長期貸付金 -
基金 0

減債基金 -
その他 0

その他 -
徴収不能引当金 -

流動資産 1,169,634
現金預金 73,126
未収金 -
短期貸付金 -
基金 1,096,508

財政調整基金 1,096,508
減債基金 -

棚卸資産 -
その他 0
徴収不能引当金 - 8,667,917

9,999,744 9,999,744

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

負債合計

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計

貸借対照表
（平成３１年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額



*出力条件
*会計年度 ： H30
*出力帳票選択 ： 財務書類
*団体区分 ： 一般会計等
*団体／会計コード ：
*出力範囲 ： 年次
*出力金額単位 ： 千円

（単位：千円）

経常費用 2,642,203
業務費用 2,615,007

人件費 159,928 ※

職員給与費 146,640
賞与等引当金繰入額 6,919
退職手当引当金繰入額 -
その他 6,370

物件費等 2,447,296
物件費 1,549,997
維持補修費 1,495
減価償却費 895,437
その他 367

その他の業務費用 7,782
支払利息 4,404
徴収不能引当金繰入額 -
その他 3,378

移転費用 27,197 ※

補助金等 24,153
社会保障給付 -
他会計への繰出金 -
その他 3,043

経常収益 448,079
使用料及び手数料 353,746
その他 94,333

純経常行政コスト △ 2,194,124
臨時損失 -

災害復旧事業費 -
資産除売却損 -
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 -

臨時利益 -
資産売却益 -
その他 -

純行政コスト △ 2,194,124

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

行政コスト計算書
自　平成３０年４月１日　

至　平成３１年３月３１日

科目 金額



*出力条件
*会計年度 ： H30
*出力帳票選択 ： 財務書類
*団体区分 ： 一般会計等
*団体／会計コード ：
*出力範囲 ： 年次
*出力金額単位 ： 千円

（単位：千円）

前年度末純資産残高 9,410,958 10,823,621 △ 1,412,663

純行政コスト（△） △ 2,194,124 △ 2,194,124

財源 1,451,083 1,451,083

税収等 1,451,083 1,451,083

国県等補助金 - -

本年度差額 △ 743,041 △ 743,041

固定資産等の変動（内部変動） △ 896,553 896,553

有形固定資産等の増加 18,684 △ 18,684

有形固定資産等の減少 △ 895,437 895,437

貸付金・基金等の増加 91,584 △ 91,584

貸付金・基金等の減少 △ 111,384 111,384

資産評価差額 - -

無償所管換等 - -

その他 - - -

本年度純資産変動額 △ 743,041 △ 896,553 153,512

本年度末純資産残高 8,667,917 9,927,068 △ 1,259,151

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

純資産変動計算書
自　平成３０年４月１日　

至　平成３１年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）



*出力条件
*会計年度 ： H30
*出力帳票選択 ： 財務書類
*団体区分 ： 一般会計等
*団体／会計コード ：
*出力範囲 ： 年次
*出力金額単位 ： 千円

（単位：千円）

【業務活動収支】
業務支出 1,747,332 ※

業務費用支出 1,720,135
人件費支出 160,494
物件費等支出 1,555,237
支払利息支出 4,404
その他の支出 -

移転費用支出 27,197 ※

補助金等支出 24,153
社会保障給付支出 -
他会計への繰出支出 -
その他の支出 3,043

業務収入 1,899,162
税収等収入 1,451,083
国県等補助金収入 -
使用料及び手数料収入 353,746
その他の収入 94,333

臨時支出 -
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 -

臨時収入 -
業務活動収支 151,830
【投資活動収支】

投資活動支出 112,926
公共施設等整備費支出 18,684
基金積立金支出 94,242
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 -
その他の支出 -

投資活動収入 114,042
国県等補助金収入 -
基金取崩収入 114,042
貸付金元金回収収入 -
資産売却収入 -
その他の収入 -

投資活動収支 1,116
【財務活動収支】

財務活動支出 158,912
地方債償還支出 158,912
その他の支出 -

財務活動収入 -
地方債発行収入 -
その他の収入 -

財務活動収支 △ 158,912
△ 5,966

78,958
72,992

前年度末歳計外現金残高 142
本年度歳計外現金増減額 △ 8
本年度末歳計外現金残高 134
本年度末現金預金残高 73,126

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

前年度末資金残高
本年度末資金残高

資金収支計算書
自　平成３０年４月１日　
至　平成３１年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額



注 記 

 

１．重要な会計方針 

（１）有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

有形固定資産（土地を除く）及び無形固定資産の開始時簿価については、取得原価

が明らかなものについては原則として取得原価とし、取得原価が不明なものは原則と

して再調達原価とします。土地については路線単位の平均（評価額）単価により評価

します。 

なお、開始後については、原則取得原価とし、資産の再評価は行わないものとしま

す。 

 

（２）有形固定資産等の減価償却の方法 

毎年度末に定額法により耐用年数に基づいた減価償却を行っています。 

なお、有形固定資産の主な耐用年数は以下のとおりです。 

①建物：10年～50年  ②工作物：10年～20年  ③物品：2年～10年 

 

（３）引当金の計上基準及び算定方法 

①賞与等引当金 

翌年度 6 月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額

の見込額についてそれぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

②退職手当引当金 

当組合職員はすべて弘前市から派遣された者で、退職手当引当金については弘前市

で計上されるため、当組合の財務書類上では計上していません。 

 

（４）資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払現金）及び現金同等物を資金の範囲としています。なお、

現金及び現金同等物には出納整理期間における取引により生ずる資金の受け払いを含

んでいます。 

 

（５）物品の計上基準について 

物品については、取得原価が 50万円以上の場合に資産として計上しています。 

 

２．重要な会計方針の変更等 

特段の変更事項はありません。 

 

 



３．重要な後発事象 

該当事項はありません。 

 

４．偶発債務 

該当事項はありません。 

 

５．追加情報 

（１）財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

出納整理期間について 

財務書類の作成基準日は会計年度末（3 月 31 日）とします。ただし、地方自治法第

35 条の 5 に基づく出納整理期間における現金等の受け払い等を終了した後の係数をも

って会計年度末の係数としています。 

 

（２）貸借対照表に係る事項 

地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政

需要額に含まれることが見込まれる金額    1,340,972千円 

 

（３）純資産変動計算書に係る事項 

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

①固定資産等形成分 

固定資産の額に流動資産における財政調整基金を加えた額を計上しています。 

②余剰分（不足分） 

純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた額を計上しています。 

 

（４）資金収支計算書に係る事項 

基礎的財政収支 

収入総額 2,013,204千円 

地方債発行額 0千円 

財政調整基金取崩額 △111,384千円 

支出総額 △2,019,171千円 

地方債元利償還額 163,316千円 

財政調整基金積立額 91,584千円  

基礎的財政収支 137,549千円 

 

（５）一時借入金の限度額 

500,000千円 



①有形固定資産の明細 （単位：千円）

②有形固定資産の行政目的別明細 （単位：千円）

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0
0

【様式第５号】

附属明細書
１．貸借対照表の内容に関する明細

　※下記以外の資産及び負債のうち、その額が資産総額の100分の5を超える科目についても作成する。

（１）資産項目の明細

本年度償却額
（F)

差引本年度末残高
（D)－（E)

（G)
 事業用資産 0 0 0 0 0 0 0

区分 前年度末残高
（A）

本年度増加額
（B）

本年度減少額
（C）

本年度末残高
（A)＋（B)-（C)

（D）

本年度末
減価償却累計額

（E)

0

　　立木竹 0 0

　  土地 0

0

　　工作物 0 0

　　建物 0

0

　　浮標等 0 0

　　船舶 0

0

　　その他 0 0

　　航空機 0

0

 インフラ資産 0 0 0 0 0 0 0

　　建設仮勘定 0

0

　　建物 0 0

　　土地 0

0

　　その他 0 0

　　工作物 0

0

 物品 0 0

　　建設仮勘定 0

0 0

区分
生活インフラ・

国土保全
教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防 総務

合計 0 0 0 0 0

合計

 事業用資産 0 0 0 0 0 0 0

　　立木竹

　　土地

　　工作物

　　建物

　　浮標等

　　船舶

　　その他

　　航空機

 インフラ資産 0 0 0 0 0 0 0

　　建設仮勘定

　　建物

　　土地

　　その他

　　工作物

0 0合計 0 0 0 0 0
 物品 0

　　建設仮勘定



③投資及び出資金の明細

市場価格のあるもの （単位：千円）

銘柄名 株数・口数など
（A）

時価単価
（B）

貸借対照表計上額
（A）×（B)

（C)
取得単価

（D)

取得原価
（A）×（D)

（E)

評価差額
（C）－（E)

（F)

（参考）財産に関する
調書記載額

0 0 0

0 0 0

合計 0 0 0 0 0 0 0

市場価格のないもののうち連結対象団体（会計）に対するもの （単位：千円）

相手先名
出資金額

（貸借対照表計上額）
（A)

資産
（B)

負債
（C)

純資産額
（B）－（C)

（D)
資本金

（E)

出資割合（％）
（A）/（E)

（F)

実質価額
（D)×（F)

（G)

投資損失引当金
計上額

（H)

（参考）財産に関する
調書記載額

0 #DIV/0! #DIV/0!

0 #DIV/0! #DIV/0!

合計 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! 0 0

市場価格のないもののうち連結対象団体（会計）以外に対するもの （単位：千円）

相手先名 出資金額
（A)

資産
（B)

負債
（C)

純資産額
（B）－（C)

（D)
資本金

（E)

出資割合（％）
（A）/（E)

（F)

実質価額
（D)×（F)

（G)
強制評価減

（H)

貸借対照表計上額
（Ａ）－（Ｈ）

（Ｉ）

（参考）財産に関する
調書記載額

0 #DIV/0! #DIV/0! 0

0 #DIV/0! #DIV/0! 0

合計 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! 0 0 0



④基金の明細 （単位：千円）

財政調整基金 1,096,508 1,096,508 1,096,508

退職手当基金 0

合計 1,096,508 0 0 0 1,096,508 1,096,508

(参考)財産に関する
調書記載額

種類 現金預金 有価証券 土地 その他
合計

(貸借対照表計上額)



⑤貸付金の明細 （単位：千円）

貸借対照表計上額
徴収不能引当金

計上額
貸借対照表計上額

徴収不能引当金
計上額

地方公営事業 0 0 0 0 0

　　病院

　　・・・・

一部事務組合・広域連合 0 0 0 0 0

　　○○組合

　　・・・・

地方独立行政法人 0 0 0 0 0

　　○○大学

　　・・・・

地方三公社 0 0 0 0 0

　　○○土地開発公社

　　・・・・

第三セクター等 0 0 0 0 0

　　（株）○○清掃サービス

　　・・・・

その他の貸付金 0 0 0 0 0

　　○○貸付金

　　・・・・

合計 0 0 0 0 0

相手先名または種別
長期貸付金 短期貸付金

（参考）
貸付金計



⑥長期延滞債権の明細 （単位：千円） ⑦未収金の明細 （単位：千円）

相手先名または種別 貸借対照表計上額 徴収不能引当金計上額 相手先名または種別 貸借対照表計上額 徴収不能引当金計上額

【貸付金】 【貸付金】

第三セクター等 0 0 第三セクター等 0 0

　　（株）○○ 　　（株）○○

　　・・・・・ 　　・・・・・

その他の貸付金 0 0 その他の貸付金 0 0

　　○○貸付金 　　○○貸付金

　　・・・・・ 　　・・・・・

小計 0 0 小計 0 0

【未収金】 【未収金】

税等未収金 0 0 税等未収金 0 0

　　固定資産税 　　固定資産税

　　・・・・・ 　　・・・・・

その他の未収金 0 0 その他の未収金 0 0

　　使用料・手数料 　　使用料・手数料

　　・・・・・ 　　・・・・・

小計 0 0 小計 0 0

合計 0 0 合計 0 0



（２）負債項目の明細

①地方債（借入先別）の明細 （単位：千円）

うち1年内償還予定 うち共同発行債 うち住民公募債

【通常分】 1,324,775 132,638 1,324,775 0 0 0 0 0 0 0

　　一般公共事業

　　公営住宅建設

　　災害復旧

　　教育・福祉施設

　　一般単独事業

　　その他
　（一般廃棄物処理）

1,324,775 132,638 1,324,775

【特別分】 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　　臨時財政対策債

　　減税補てん債

　　退職手当債

　　その他

合計 1,324,775 132,638 1,324,775 0 0 0 0 0 0 0

市場公募債 その他種類 地方債残高 政府資金
地方公共団体
金融機構

市中銀行
その他の
金融機関



②地方債（利率別）の明細 （単位：千円）

1,324,775 1,324,775

③地方債（返済期間別）の明細 （単位：千円）

1,324,775 182,638 176,486 176,955 169,508 152,618 466,570

④特定の契約条項が付された地方債の概要 （単位：千円）

該当なし

５年超
10年以内

10年超
15年以内

15年超
20年以内

20年超

特定の契約条項が
付された地方債残高

契約条項の概要

3.5％超
4.0％以下

4.0％超
（参考）
加重平均
利率

地方債残高 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

地方債残高 1.5％以下
1.5％超
2.0％以下

2.0％超
2.5％以下

2.5％超
3.0％以下

3.0％超
3.5％以下



⑤引当金の明細 （単位：千円）

目的使用 その他

賞与等引当金 7,485 6,919 7,485 6,919

退職手当引当金 0

合計 7,485 6,919 7,485 0 6,919

区分 前年度末残高 本年度増加額
本年度減少額

本年度末残高



２．行政コスト計算書の内容に関する明細

（１）補助金等の明細

名称

町田地区ふれあいセ
ンター建設費負担金

計

青森県市町村総合事
務組合負担金

退職手当負担金

全国都市清掃会議負
担金

公平委員会事務負担
金

青森県社会保険協会
負担金

弘前地区労働基準協
会負担金

公金総合保険加入負
担金

職員健康診断負担金

産業医負担金

火力原子力発電技術
協会負担金

廃棄物処理施設技術
管理協会負担金

弘前地区消防防災協
会負担金

全国都市清掃会議東北地区協議
会廃棄物処理実務研修会参加費

自衛消防業務(再)講
習会受講料

火力原子力発電技術協会東北支
部技術講習会参加費

ボイラー・タービン主
任技術者会参加費

廃棄物処理施設技術管理者講習
受講料

計

その他の補助金等

合計

12

9,601

9,996

非常勤職員の公務災害補償等を共同処理するために市町村等によって設立された一部事務組合である当該団体に、議
会議員及び監査委員の公務災害補償等のために加入しているもの

当組合職員の派遣元である弘前市（教育委員会等含む）において退職する職員に対して支払われる退職手当のうち、当
組合在職期間分を負担するもの

青森県市町村総合事
務組合

弘前市

24,153

(公社)全国都市清掃会
議

92

他団体への公共施設等整備補助金等
(所有外資産分)

（単位：千円）

区分 相手先 金額 支出目的

14,157弘前市
同地区で環境整備センター及びリサイクルプラザを建設するにあたって、地元住民に環境問題に対する理解と協力を得るため、周辺の環境整備事業が求められているという特殊事
情と地理的条件等を考慮して整備されたもので、建設に係る市債分について支出しているもの

14,157

廃棄物処理事業の効率的な運営及び技術の改善のために必要な調査研究をおこなう当該団体に、当組合の清掃事業
の円滑な推進を図るために加入しているもの

青森県人事委員会 6
地方公務員法第8条第2項に規定される公平委員会の事務を青森県との規約に基づき青森県人事委員会に委託しているもの
※第8条第2項に規定される事務とは、職員の勤務条件に関する要求の審査・判定等、不利益処分についての審査請求に対する採決もしくは決定、職員の苦情の処理など

(一財)青森県社会保険
協会

3
社会保険制度の普及発展に資することを目的とする当該団体に、当組合の再任用職員、非常勤・臨時職員の福祉の増
進及び健康保持増進を図るために加入しているもの

(一社)弘前地区労働基
準協会

8
勤労者の福祉の向上と産業の健全な発展に寄与することを目的とする当該団体に、当組合職員の労働災害防止と職場
環境の安全衛生の適正な管理等を図るために加入しているもの

弘前市 8
地方自治体が取り扱う公金が輸送及び保管中に偶発的事故により損害を受けた場合に保険金が支払われる制度で、当
組合は弘前市と併せて加入しており、歳入決算額の割合で負担しているもの

弘前市 119
当組合職員の健康診断については、派遣元である弘前市において一括して弘前市医師会に委託しており、当組合職員
に係る実額分を負担しているもの

弘前市 12
健康で快適な作業環境で仕事が行るよう専門的立場から指導・助言を行う産業医については、派遣元である弘前市が
一括して委託しており、当組合職員相当分について負担するもの。

(一社)火力原子力発電
技術協会

30
発電技術等の発達改善を図り経済の発展に寄与することを目的とする当該団体に、当組合職員の発電設備に関する技
術の向上を図り、廃棄物処理施設の安全かつ安定的・効率的な運営をおこなうために加入しているもの

(一社)廃棄物処理施設
技術管理協会

10
廃棄物処理施設の安全かつ安定的・効率的な施設管理に貢献することを目的とする当該団体に、当組合職員の技術管
理者としての資質向上を図り施設の安全かつ安定的・効率的な運営をおこなうために加入しているもの

弘前地区消防防災協
会

3
消防防災に関する知識の向上と各事業所の健全な発展を目指すことを目的とする当該団体に、消防防災に関する知識
の向上を図り、処理施設における災害の防止を図るために加入しているもの

(公社)全国都市清掃会
議東北地区協議会

2 廃棄物・リサイクル行政の動向等について情報収集するための機会として参加

(社)仙台市防災安全協
会

22 自衛消防組織の業務をおこなうために必要な知識を再確認するために受講

(一社)火力原子力発電
技術協会東北支部

1 他の発電施設の実地見学を通して先進的な技術例を学び、当組合の今後の発電施設運営に活かすために参加

ボイラー・タービン主任
技術者会東北支部

2 他の発電施設の実地見学を通して先進的な技術例を学び、当組合の今後の発電施設運営に活かすために参加

(一財)日本環境衛生セ
ンター

65
「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」により設置が義務付けられている「技術管理者」として認定を受けるために必要
な講習



（１）財源の明細 （単位：千円）

会計 区分 財源の内容 金額

分担金及び負担金 1,451,083

1,451,083

国庫支出金

都道府県等支出金

・・・・

計 0

国庫支出金

都道府県等支出金

・・・・

計 0

0

1,451,083

特別会計

・・・・

３．純資産変動計算書の内容に関する明細

一般会計

税収等

小計

国県等補助金

資本的
補助金

経常的
補助金

小計

合計



国県等補助金 地方債 税収等 その他

純行政コスト 2,194,124 1,451,083 743,041

有形固定資産等の増加 18,684 18,684

貸付金・基金等の増加 91,584 91,584

その他 0

合計 2,304,392 0 0 1,451,083 853,309

（２）財源情報の明細 （単位：千円）

区分 金額
内訳



（１）資金の明細 （単位：千円）

種類 本年度末残高

現金

要求払預金 72,992

短期投資

・・・・

・・・・

合計 72,992

４．資金収支計算書の内容に関する明細



 

 

固定資産台帳 

（平成 30年度末現在） 



弘前地区環境整備事務組合固定資産台帳（平成31年3月31日現在）

1-1 事業用資産／土地 旧中央衛生センター用地 総務 1980/08/08 98,863,541 0 98,863,541 0 0 98,863,541

1-2 事業用資産／土地 旧中央衛生センター用地 総務 1980/08/08 645,703 0 645,703 0 0 645,703

1-3 事業用資産／土地 旧中央衛生センター用地 総務 1981/04/30 998,471 0 998,471 0 0 998,471

1-4 事業用資産／土地 旧中央衛生センター用地 総務 1981/03/30 610,800 0 610,800 0 0 610,800

1-5 事業用資産／土地 旧中央衛生センター用地 総務 1981/03/30 2,149,018 0 2,149,018 0 0 2,149,018

1-6 事業用資産／土地 旧中央衛生センター用地 総務 1981/04/30 135,872 0 135,872 0 0 135,872

1-7 事業用資産／土地 旧中央衛生センター用地 総務 1981/03/30 142,104 0 142,104 0 0 142,104

1-8 事業用資産／土地 旧中央衛生センター用地 総務 1981/03/30 185,733 0 185,733 0 0 185,733

1-9 事業用資産／土地 旧中央衛生センター用地 総務 1981/03/30 272,990 0 272,990 0 0 272,990

1-10 事業用資産／土地 旧南部衛生センター用地 総務 1981/01/17 1,388,800 0 1,388,800 0 0 1,388,800

1-11 事業用資産／土地 旧南部衛生センター用地 総務 1981/01/17 4,412,912 0 4,412,912 0 0 4,412,912

1-12 事業用資産／土地 旧南部衛生センター用地 総務 1981/01/17 2,970,296 0 2,970,296 0 0 2,970,296

1-13 事業用資産／土地 旧南部衛生センター用地 総務 1979/11/20 211,116 0 211,116 0 0 211,116

1-14 事業用資産／土地 旧南部衛生センター用地 総務 1979/11/20 185,088 0 185,088 0 0 185,088

1-15 事業用資産／土地 旧南部衛生センター用地 総務 1979/11/20 49,164 0 49,164 0 0 49,164

1-16 事業用資産／土地 旧南部衛生センター用地 総務 1979/12/04 7,533,660 0 7,533,660 0 0 7,533,660

1-17 事業用資産／土地 旧南部衛生センター用地 総務 1967/08/22 35,265,395 0 35,265,395 0 0 35,265,395

1-18 事業用資産／土地 旧南部衛生センター用地 総務 1969/03/19 114,462 0 114,462 0 0 114,462

1-19 事業用資産／土地 環境整備センター用地（旧中央清掃工場） 環境衛生 1974/03/12 7,001,902 0 7,001,902 0 0 7,001,902

1-20 事業用資産／土地 環境整備センター用地（旧中央清掃工場） 環境衛生 1975/12/19 1,755,131 0 1,755,131 0 0 1,755,131

1-21 事業用資産／土地 環境整備センター用地（旧中央清掃工場） 環境衛生 1974/03/12 8,296,137 0 8,296,137 0 0 8,296,137

1-22 事業用資産／土地 環境整備センター用地（旧中央清掃工場） 環境衛生 1974/03/12 9,143,441 0 9,143,441 0 0 9,143,441

1-23 事業用資産／土地 環境整備センター用地（旧中央清掃工場） 環境衛生 1974/03/12 7,974,906 0 7,974,906 0 0 7,974,906

1-24 事業用資産／土地 環境整備センター用地（旧中央清掃工場） 環境衛生 1974/03/12 8,784,966 0 8,784,966 0 0 8,784,966

1-25 事業用資産／土地 環境整備センター用地（旧中央清掃工場） 環境衛生 1974/03/12 1,787,720 0 1,787,720 0 0 1,787,720

1-26 事業用資産／土地 環境整備センター用地（旧中央清掃工場） 環境衛生 1974/03/12 28,664,037 0 28,664,037 0 0 28,664,037

1-27 事業用資産／土地 環境整備センター用地（旧中央清掃工場） 環境衛生 1974/03/12 8,221,648 0 8,221,648 0 0 8,221,648

1-28 事業用資産／土地 環境整備センター用地（旧中央清掃工場） 環境衛生 1976/04/29 1,587,532 0 1,587,532 0 0 1,587,532

1-29 事業用資産／土地 環境整備センター用地 環境衛生 1999/03/25 917,137 0 917,137 0 0 917,137

1-30 事業用資産／土地 環境整備センター用地 環境衛生 1999/03/25 12,779,402 0 12,779,402 0 0 12,779,402

1-31 事業用資産／土地 環境整備センター用地 環境衛生 1999/03/25 13,556,874 0 13,556,874 0 0 13,556,874

1-32 事業用資産／土地 環境整備センター用地 環境衛生 1999/03/25 1,755,131 0 1,755,131 0 0 1,755,131

1-33 事業用資産／土地 環境整備センター用地 環境衛生 1999/03/25 11,317,569 0 11,317,569 0 0 11,317,569

1-34 事業用資産／土地 環境整備センター用地 環境衛生 1999/03/25 12,672,325 0 12,672,325 0 0 12,672,325

1-35 事業用資産／土地 環境整備センター用地 環境衛生 1999/03/25 27,602,578 0 27,602,578 0 0 27,602,578

1-36 事業用資産／土地 環境整備センター用地 環境衛生 1999/03/25 17,621,143 0 17,621,143 0 0 17,621,143

1-37 事業用資産／土地 環境整備センター用地 環境衛生 1999/03/25 642,462 0 642,462 0 0 642,462

1-38 事業用資産／土地 環境整備センター用地 環境衛生 1999/03/25 15,502,882 0 15,502,882 0 0 15,502,882

№ 資産負債区分名称 資産名称 年度内減少額取得年月日 取得価額等
行政目的別

区分
減価償却累計額

異動
年月日

前年度末簿価
（H29年度末）

増減異動事由 年度内増加額
現在簿価

（H30年度末）



弘前地区環境整備事務組合固定資産台帳（平成31年3月31日現在）

№ 資産負債区分名称 資産名称 年度内減少額取得年月日 取得価額等
行政目的別

区分
減価償却累計額

異動
年月日

前年度末簿価
（H29年度末）

増減異動事由 年度内増加額
現在簿価

（H30年度末）

1-39 事業用資産／土地 環境整備センター用地 環境衛生 1999/03/25 3,924,603 0 3,924,603 0 0 3,924,603

1-40 事業用資産／土地 環境整備センター用地 環境衛生 1999/03/25 12,174,185 0 12,174,185 0 0 12,174,185

1-41 事業用資産／土地 環境整備センター用地 環境衛生 1999/03/25 1,596,843 0 1,596,843 0 0 1,596,843

1-42 事業用資産／土地 環境整備センター用地 環境衛生 1999/03/25 10,875,295 0 10,875,295 0 0 10,875,295

1-43 事業用資産／土地 環境整備センター用地 環境衛生 1999/03/25 7,984,217 0 7,984,217 0 0 7,984,217

1-44 事業用資産／土地 環境整備センター用地 環境衛生 2002/12/10 872,862 0 872,862 0 0 872,862

1-45 事業用資産／土地 環境整備センター用地 環境衛生 2001/03/23 3,137,588 0 3,137,588 0 0 3,137,588

1-46 事業用資産／土地 環境整備センター用地 環境衛生 2001/03/23 1,014,484 0 1,014,484 0 0 1,014,484

1-47 事業用資産／土地 環境整備センター用地 環境衛生 2001/03/23 2,096,520 0 2,096,520 0 0 2,096,520

1-48 事業用資産／土地 環境整備センター用地 環境衛生 2001/03/23 270,020 0 270,020 0 0 270,020

1-49 事業用資産／土地 環境整備センター用地 環境衛生 2001/03/23 974,680 0 974,680 0 0 974,680

1-50 事業用資産／土地 環境整備センター用地 環境衛生 2001/03/23 963,693 0 963,693 0 0 963,693

1-51 事業用資産／土地 環境整備センター用地 環境衛生 2001/03/23 633,151 0 633,151 0 0 633,151

1-52 事業用資産／土地 環境整備センター用地 環境衛生 2001/03/23 316,575 0 316,575 0 0 316,575

1-53 事業用資産／土地 南部清掃工場用地 環境衛生 1989/04/21 2,718,613 0 2,718,613 0 0 2,718,613

1-54 事業用資産／土地 南部清掃工場用地 環境衛生 1989/04/21 5,171,655 0 5,171,655 0 0 5,171,655

1-55 事業用資産／土地 南部清掃工場用地 環境衛生 1989/04/21 21,405,211 0 21,405,211 0 0 21,405,211

1-56 事業用資産／土地 南部清掃工場用地 環境衛生 1989/04/21 4,578,866 0 4,578,866 0 0 4,578,866

1-57 事業用資産／土地 南部清掃工場用地 環境衛生 1989/04/21 5,146,436 0 5,146,436 0 0 5,146,436

1-58 事業用資産／土地 南部清掃工場用地 環境衛生 1989/04/21 7,756,830 0 7,756,830 0 0 7,756,830

1-59 事業用資産／土地 南部清掃工場用地 環境衛生 1974/03/15 2,115,293 0 2,115,293 0 0 2,115,293

1-60 事業用資産／土地 南部清掃工場用地 環境衛生 1970/06/19 24,923,195 0 24,923,195 0 0 24,923,195

1-61 事業用資産／土地 南部清掃工場用地 環境衛生 1990/01/16 2,445,698 0 2,445,698 0 0 2,445,698

1-62 事業用資産／土地 南部清掃工場用地 環境衛生 1990/01/16 1,209,394 0 1,209,394 0 0 1,209,394

1-63 事業用資産／土地 南部清掃工場用地 環境衛生 1974/03/15 2,947,032 0 2,947,032 0 0 2,947,032

1-64 事業用資産／土地 南部清掃工場用地 環境衛生 1974/03/15 1,029,046 0 1,029,046 0 0 1,029,046

1-65 事業用資産／土地 南部清掃工場用地 環境衛生 1974/03/15 376,834 0 376,834 0 0 376,834

1-66 事業用資産／土地 小金崎研修センター用地 総務 1974/03/15 3,870,816 0 3,870,816 0 0 3,870,816

土地合計 486,249,683 0 486,249,683 0 0 486,249,683

2-1 事業用資産／建物 弘前地区環境整備センター（ごみピット他LED照明設備） 環境衛生 2016/03/25 8,181,000 1,644,381 2019/03/31 7,084,746 減価償却 0 548,127 6,536,619

2-2 事業用資産／建物 弘前地区環境整備センター（ベルトコンベア） 環境衛生 2016/03/25 19,980,000 3,356,640 2019/03/31 17,742,240 減価償却 0 1,118,880 16,623,360

2-3 事業用資産／建物 弘前地区環境整備センター（２号１次過熱器更新） 環境衛生 2016/03/25 167,657,040 50,297,112 2019/03/31 134,125,632 減価償却 0 16,765,704 117,359,928

2-4 事業用資産／建物 弘前地区環境整備センター（１号天井水管更新） 環境衛生 2015/12/25 111,780,000 33,534,000 2019/03/31 89,424,000 減価償却 0 11,178,000 78,246,000

2-5 事業用資産／建物 弘前地区環境整備センター（２号天井水管更新） 環境衛生 2016/03/25 111,672,000 33,501,600 2019/03/31 89,337,600 減価償却 0 11,167,200 78,170,400

2-6 事業用資産／建物 南部清掃工場（給塵プッシャー） 環境衛生 2016/01/14 25,056,000 7,516,800 2019/03/31 20,044,800 減価償却 0 2,505,600 17,539,200

2-7 事業用資産／建物 旧中央衛生センター　管理棟 総務 1983/10/31 217,276,250 217,276,249 1 0 0 1

2-8 事業用資産／建物 旧中央衛生センター　処理棟 総務 1983/10/31 3,124,309,660 3,124,309,659 1 0 0 1
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2-9 事業用資産／建物 旧中央衛生センター　ポンプ室 総務 1983/10/31 4,540,990 4,540,989 1 0 0 1

2-10 事業用資産／建物 旧中央衛生センター　車庫 総務 1983/10/31 9,446,781 9,446,780 1 0 0 1

2-11 事業用資産／建物 弘前地区環境整備センター　工場棟 環境衛生 2003/03/27 16,995,486,695 10,877,111,472 2019/03/31 6,798,194,690 減価償却 0 679,819,467 6,118,375,223

2-12 事業用資産／建物 弘前地区環境整備センター　管理棟 環境衛生 2003/03/27 698,678,934 223,577,248 2019/03/31 489,075,264 減価償却 0 13,973,578 475,101,686

2-13 事業用資産／建物 弘前地区環境整備センター　貯留棟２ 環境衛生 2003/03/27 45,754,763 19,766,048 2019/03/31 27,224,093 減価償却 0 1,235,378 25,988,715

2-14 事業用資産／建物 弘前地区環境整備センター　ポンプ室 環境衛生 1978/03/27 280,000 279,999 1 0 0 1

2-15 事業用資産／建物 弘前地区環境整備センター　ストックヤード 環境衛生 2015/03/26 108,731,550 14,352,564 2019/03/31 97,967,127 減価償却 0 3,588,141 94,378,986

2-16 事業用資産／建物 弘前地区環境整備センター（２次３次過熱器管等更新） 環境衛生 2010/03/25 307,230,000 276,507,000 2019/03/31 61,446,000 減価償却 0 30,723,000 30,723,000

2-17 事業用資産／建物 弘前地区環境整備センター（１号１次過熱器更新） 環境衛生 2015/03/25 169,194,960 67,677,984 2019/03/31 118,436,472 減価償却 0 16,919,496 101,516,976

2-18 事業用資産／建物 南部清掃工場　工場棟 環境衛生 1992/03/31 2,974,504,319 2,974,504,318 1 0 0 1

2-19 事業用資産／建物 南部清掃工場　管理棟 環境衛生 1992/03/31 80,130,489 43,270,443 2019/03/31 38,462,655 減価償却 0 1,602,609 36,860,046

2-20 事業用資産／建物 南部清掃工場　車庫洗車棟 環境衛生 1992/03/31 10,532,066 7,677,855 2019/03/31 3,138,576 減価償却 0 284,365 2,854,211

2-21 事業用資産／建物 南部清掃工場　危険物庫 環境衛生 1992/03/31 1,250,559 1,012,932 2019/03/31 275,143 減価償却 0 37,516 237,627

2-22 事業用資産／建物 南部清掃工場（中央制御システム） 環境衛生 2010/03/18 164,997,000 148,497,300 2019/03/31 32,999,400 減価償却 0 16,499,700 16,499,700

2-23 事業用資産／建物 南部清掃工場（排ガス分析装置） 環境衛生 2012/03/26 68,250,000 47,775,000 2019/03/31 27,300,000 減価償却 0 6,825,000 20,475,000

2-24 事業用資産／建物 南部清掃工場（ストーカ設備） 環境衛生 2013/03/25 151,200,000 90,720,000 2019/03/31 75,600,000 減価償却 0 15,120,000 60,480,000

2-25 事業用資産／建物 南部清掃工場（無停電電源設備） 環境衛生 2014/02/03 47,460,000 23,730,000 2019/03/31 28,476,000 減価償却 0 4,746,000 23,730,000

2-26 事業用資産／建物 弘前地区環境整備センター　プラザ・貯留棟 環境衛生 2003/03/27 803,079,608 256,985,472 2019/03/31 562,155,728 減価償却 0 16,061,592 546,094,136

2-27 事業用資産／建物 南部清掃工場　除鉄装置室 環境衛生 1992/03/31 7,102,567 7,102,566 1 0 0 1

2-28 事業用資産／建物 小金崎研修センター 総務 1992/03/30 38,470,500 38,470,499 1 0 0 1

2-29 事業用資産／建物 南部清掃工場（１号ごみクレーン油圧バケット） 環境衛生 2016/11/12 18,036,000 3,607,200 2019/03/31 16,232,400 減価償却 0 1,803,600 14,428,800

2-30 事業用資産／建物 南部清掃工場（灰移送装置・灰分散装置） 環境衛生 2017/03/19 23,112,000 4,622,400 2019/03/31 20,800,800 減価償却 0 2,311,200 18,489,600

2-31 事業用資産／建物 南部清掃工場（排ガス処理設備） 環境衛生 2017/03/05 64,800,000 12,960,000 2019/03/31 58,320,000 減価償却 0 6,480,000 51,840,000

2-32 事業用資産／建物 南部清掃工場（電磁流量計及び圧力発信器） 環境衛生 2016/08/26 7,452,000 1,490,400 2019/03/31 6,706,800 減価償却 0 745,200 5,961,600

2-33 事業用資産／建物 南部清掃工場（高圧受電設備） 環境衛生 2016/12/16 90,720,000 18,144,000 2019/03/31 81,648,000 減価償却 0 9,072,000 72,576,000

2-34 事業用資産／建物 弘前地区環境整備センター（資源化施設シーケンサ） 環境衛生 2017/03/24 14,040,000 1,881,360 2019/03/31 13,099,320 減価償却 0 940,680 12,158,640

2-35 事業用資産／建物 弘前地区環境整備センター（分散制御システム） 環境衛生 2017/10/31 251,424,000 16,845,408 2019/03/31 251,424,000 減価償却 0 16,845,408 234,578,592

2-36 事業用資産／建物 弘前地区環境整備センター（資源施設電気計装設備） 環境衛生 2018/03/23 15,120,000 1,013,040 2019/03/31 15,120,000 減価償却 0 1,013,040 14,106,960

2-37 事業用資産／建物 弘前地区環境整備センター（資源化施設粗大ごみクレーン） 環境衛生 2019/03/26 9,504,000 0 2019/03/26 0 新規有償取得 9,504,000 0 9,504,000

2-38 事業用資産／建物 弘前地区環境整備センター（資源化施設コンベヤ他） 環境衛生 2019/03/27 9,180,000 0 2019/03/27 0 新規有償取得 9,180,000 0 9,180,000

建物合計 26,975,621,731 18,665,006,718 9,181,861,494 18,684,000 889,930,481 8,310,615,013

3-1 事業用資産／工作物 弘前地区環境整備センター　構内舗装道路 環境衛生 2015/12/25 40,942,800 12,282,840 2019/03/31 32,754,240 減価償却 0 4,094,280 28,659,960

3-2 事業用資産／工作物 弘前地区環境整備センター　独立看板 環境衛生 2007/03/27 2,184,000 1,310,400 2019/03/31 982,800 減価償却 0 109,200 873,600

工作物合計 43,126,800 13,593,240 33,737,040 0 4,203,480 29,533,560

4-1 有形固定資産／物品 公用車（三菱ＲＶＲ） 環境衛生 2016/03/08 2,135,531 1,069,899 2019/03/31 1,422,265 減価償却 0 356,633 1,065,632

4-2 有形固定資産／物品 公用車（日産エクストレイル） 環境衛生 2016/03/18 2,435,581 1,220,226 2019/03/31 1,622,097 減価償却 0 406,742 1,215,355
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4-3 有形固定資産／物品 公用車（トヨタライトエース） 環境衛生 1997/07/25 2,084,250 2,084,249 1 0 0 1

4-4 有形固定資産／物品 公用車（スバルインプレッサＳワゴン） 環境衛生 2000/10/30 1,359,750 1,359,749 1 0 0 1

4-5 有形固定資産／物品 自動券売機 環境衛生 2005/06/29 1,554,000 1,553,999 1 0 0 1

4-6 有形固定資産／物品 自動券売機 環境衛生 2005/10/17 1,438,500 1,438,499 1 0 0 1

4-7 有形固定資産／物品 ダンプ（三菱） 環境衛生 2003/03/01 4,800,000 4,799,999 1 0 0 1

4-8 有形固定資産／物品 自動券売機 環境衛生 2008/03/27 1,417,500 1,417,499 1 0 0 1

4-9 有形固定資産／物品 自動古畳切断機 環境衛生 2013/02/12 917,700 917,699 1 0 0 1

4-10 有形固定資産／物品 自動券売機 環境衛生 2013/02/15 1,362,900 1,362,899 1 0 0 1

4-11 有形固定資産／物品 除雪機 環境衛生 2015/01/16 890,451 356,180 2019/03/31 623,316 減価償却 0 89,045 534,271

4-12 有形固定資産／物品 小型野菜栽培機 環境衛生 2015/02/13 2,700,000 1,803,600 2019/03/31 1,347,300 減価償却 0 450,900 896,400

4-13 有形固定資産／物品 ダンプ（いすゞフォワード） 環境衛生 2003/09/01 10,440,000 10,439,999 1 0 0 1

4-14 有形固定資産／物品 ドラフトチャンバー 環境衛生 1980/05/30 1,200,000 1,199,999 1 0 0 1

4-15 有形固定資産／物品 塩化水素ガス分析装置 環境衛生 1978/10/01 3,500,000 3,499,999 1 0 0 1

物品計 38,236,163 34,524,494 5,014,989 0 1,303,320 3,711,669

※建物に付属する設備は、「建物」の区分に含む。

※物品は取得価額が50万円以上のものを掲載している。
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